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中期経営計画策定に関するお知らせ 

 

当社は、今年度を初年度とする令和4（2022）年6月期から令和6（2024）年6月期までの3年間

を対象とした中期経営計画を策定いたしましたので、お知らせいたします。 

 

記 

当社は昭和46年の創業以来、環境の総合コンサルタントとして現場に立ち、環境問題の解決に

貢献するとともに、技術力を蓄積してまいりました。 

こうした中、創立50周年を迎えた当社は「我々に関わる全てに感謝し、事業活動を通じて期待

や要請に応え、社会的責任を果たしていく」という企業理念のもと、企業価値の持続的な向上を

目指すべく検討を重ね、令和4（2022）年6月期を初年度とする中期経営計画を策定しました。 

当社は、本計画に掲げた諸施策を確実に実行していくことで、持続的な事業の成長と更なる企

業価値の向上を実現してまいります。 

 

1．対象期間  令和4（2022）年6月期～令和6（2024）年6月期 

 

2．事業計画   

 

 

令和3（2021）年

6月期（実績） 

令和4（2022）年

6月期（計画値） 

令和5（2023）年

6月期（計画値） 

令和6（2024）年

6月期（計画値） 

連結売上高（百万円） 4,391 4,700 4,800 5,000 

連結経常利益（百万円） 257 270 300 350 

 

3．重点施策 

当社は、計量法に基づく環境計量証明業を基盤とした事業を展開しておりますが、環境の計

量の方法は日本産業規格（JIS）で定められており、差別化要因が少ないことから価格面のみの

競争が激化するなかにあります。 

そのような中、当社は以下の5点を重点施策として掲げております。 

① 成長分野の拡大 

政策コンサル、アスベスト、受託試験、工事、アセスメント、農業の6分野を「成長分野」

と位置づけ、積極的な経営資源の集中投下により対応力・営業力を強化するとともに、当社

にしかできない業務の拡大及び一貫体制によるソリューションの提供を進めてまいります。 



② 基盤分野の強化 

環境コンシェルジュとして、お客様の課題解決に取り組むことで、他社との差別化をはか

るとともに、分析の自動化、ＲＰＡやＩＴ技術の活用による作業の効率化と生産拠点・商品

の選択と集中を進めることで競争力を高めてまいります。 

 

③ 新規事業の推進 

外部連携を積極的に進め、放射能の測定分析から廃炉に至るまで将来を見据えたコンサル

ティングや、当社の技術力を活かした海外事業展開、環境配慮に優れた商品販売等、当社の

強みを発揮できる分野を中心に、積極的に新規事業に取組んでまいります。 

 

④ 働き方改革と多様な人財の活用の推進 

働き方を変えることにより創出した時間を、新たなチャレンジや自己啓発、家庭生活、趣

味に充てることで、個人と企業の成長につなげるとともに、多様な人財が活躍できるよう、

組織づくりと人財育成に取り組んでまいります。 

 

⑤ 社会貢献 

社会の持続可能な発展なくして、企業の存続ははかれないという考えのもと、スポンサー

活動やスポーツ選手が仕事と練習を両立し、双方で活躍できるようサポートする等、地域社

会を盛り上げ、共に発展できるよう取り組んでまいります。 

 

詳細につきましては、添付資料をご覧ください。 

 

以上 

 

問合せ先  管理部長  山下  浩二 

電話  ０４２‐６７３‐０５００ 


















